
財団法人紀南環境整備公社 

平成１９年度第１回理事会・評議員会合同会議 

 

次  第 

 

日 時：平成 19 年 6 月 2 日（土） 午後 1時 30 分から 

場 所：新宮地域職業訓練センター １階 大教室 

 

１ 開 会 

 

２ 理事長挨拶 

 

３ 議長選出 

 

４ 議事録署名人選出 

 

５ 議事 

第２号議案 財団法人紀南環境整備公社評議員の辞任に伴う後任者の選出 

について 

 

第３号議案 平成１８年度財団法人紀南環境整備公社事業報告について 

 

第４号議案 平成１８年度財団法人紀南環境整備公社会計収支決算について 

 

第５号議案 財団法人紀南環境整備公社就業規程の一部改正について 

 

６ 打開策の検討について 

 

７ 地域振興策について 

 

８ 閉会 

 
 
●資 料 

  平成１９年度第１回理事会・評議員会議案書 

資料 １ 打開策の検討について 

  資料 ２ 候補地選定に関する意見に対する考えについて 

  参考資料 新聞切り抜き 



平成１９年度

第１回理事会・評議員会議案書

平成１９年６月２日（土）

財団法人紀南環境整備公社



第２号議案

財団法人紀南環境整備公社評議員の辞任に伴う後任者の選出について

財団法人紀南環境整備公社評議員の辞任に伴う後任者の選出については、次のと

おりとする。

なお、就任日は平成１９年６月２日とし、任期は平成２１年度３月３１日までと

する。

平成１９年６月２日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏

辞 任 者 後 任 者

朝 本 紀 夫 森 光 夫



第３号議案

平成１８年度財団法人紀南環境整備公社事業報告について

平成１８年度財団法人紀南環境整備公社事業報告は、次のとおりとする。

平成１９年６月２日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏

事 業 報 告
（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

１ 事業概要

当公社は、地域内に最終処分場等の廃棄物処理施設を整備することを目的に産業界、

市町村及び県の三者により平成１７年７月１日に設立された。

平成１８年４月に最終処分場建設候補地を５箇所に絞り込み公表するとともに、建設

用地選定のための現地詳細調査の実施に向け、各候補地周辺住民を対象とした説明会等

を開催した。

住民説明会等を開催する中で投げ掛けられた様々な疑問や不安、地域ごとの課題など

を検討するため、現地確認や文献資料の収集分析、関係機関へのヒアリング、先進地の

事例研究など各種調査・情報収集事業を実施した。

また、廃棄物処理に関する地域の現状や最終処分場の必要性などについて、町内会や

各種団体等との意見交換会や学習会を行った。

２ 実施状況

（１）広域廃棄物最終処分場整備事業

① 候補地周辺住民を対象とした説明会等の実施状況

候補地のある３地域を対象に、計１８回の説明会等を行った。出席者は、延べ

約５４５名

地 区 名 等 開 催 日 出席人数

候補地現地確認会 平成18年４月25日(火) ２０名

各種団体役員 平成18年４月30日(日) ４０名

田辺市秋津川 各種団体役員 平成18年５月25日(木) ４０名

竹藪地区 平成18年５月31日(水) ３２名

中村地区 平成18年６月１日(木) ２７名



地 区 名 等 開 催 日 出席人数

田辺市秋津川 下村地区 平成18年６月２日(金) １３名

谷川地区 平成18年６月３日(土) ２５名

候補地現地確認会 平成18年５月４日(木) １１名

各種団体役員 平成18年５月23日(火) ４０名

谷上地区 平成18年６月12日(月) ２４名

田辺市稲成町 糸田地区 平成18年６月13日(火) ２６名

下村地区 平成18年６月14日(水) ２７名

馬場平・谷地区 平成18年６月30日(金) ３４名

荒光地区 平成18年７月１日(土) ２３名

下村地区② 平成18年８月５日(土) ２２名

田辺市稲成町 谷地区② 平成18年８月26日(土) ２０名

荒光地区② 平成18年10月22日(日) ２１名

串本町 高富地区 平成18年６月27日(火) 約１００名

計 １８回 約５４５名

② 各種調査・情報収集事業

各候補地の課題への対応や安心・安全な最終処分場を目指すため、関係機関へ

のヒアリング、廃棄物最終処分技術や先進地の事例研究などを実施した。

月 日 場 所 内 容

平成18年５月16日 大阪府和泉市 民間最終処分場現地視察

平成18年５月31日 近畿大学水産研究所 開発における水生生物に与える影響等につ

新宮・浦神実験場 いて意見交換

平成18年６月14日 串本ロイヤルホテル 有田漁港防波堤施工方法検討会の傍聴

平成18年６月16日 串本海中公園センター 公社事業と候補地選定経過について

平成18年６月21日 各候補地 アドバイザー会議委員による現地周辺確認

平成18年７月24日 大阪市 大阪湾フェニックス計画シンポジウムへの

参加

平成18年９月８日 大阪市 2006NEW環境展への参加

平成18年９月29日 串本ロイヤルホテル 有田漁港防波堤施工方法検討会の傍聴

平成18年11月 北九州市 第17回廃棄物学会への参加

20日～21日

平成18年11月22日 福岡市・佐賀県 福岡市西部処分場、佐賀環境クリーン財団

平成19年３月２日 滋賀県大津市 滋賀県環境事業公社、クリーンセンター滋

賀

平成19年３月６日 東京都 最終処分場の新技術講習会

平成19年３月７日 東京都 環境省との協議



③ 廃棄物排出処理実態の把握

・一般廃棄物－市町村への実態調査及びヒアリングの実施

・産業廃棄物－和歌山県が実施した実態調査のデータ結果による解析

（２）循環型社会構築に係る普及啓発事業

① 普及啓発に関する住民学習会等の実施状況

地域内の各種団体や町内会等を対象とした住民学習会で地域の廃棄物処理の現

状や公社事業の説明を行った。計３２回、参加人数は１,２１９名

市町村等 団 体 名 等 開 催 日 参加人数

田辺市水産振興会役員会 平成18年７月７日(金) １５名

田辺市環境浄化推進協議会本宮支部 平成18年７月26日(水) ６名

田辺市 田辺市各種環境団体 平成18年９月３日(日) ２２名

田辺商工会議所役員会 平成18年９月15日(金) ２０名

田辺市環境学習会 平成18年10月～
７９５名

２０会場－４３自治会 平成19年３月

田辺･西牟婁 西牟婁商工会役員会 平成18年10月19日(木) １０名

田辺西牟婁商工会女性部連合会 平成18年11月９日(木) ３９名

新宮市 新宮市町内会長連絡協議会 平成19年２月16日(金) ２３名

新宮･東牟婁 「もったいないで」熊野協議会 平成19年２月20日(火) ７名

白浜町環境保全協議会主催
白浜町 平成18年12月９日(土) ２１２名

環境フェア講演会

すさみ町 すさみ町区長会 平成18年12月25日(月) ３４名

串本町 串本漁業協同組合理事会 平成18年７月16日(日) １３名

串本町審議会（環境関係） 平成19年２月23日(金) １３名

古座川町 古座川町ごみ減量等推進審議会 平成18年11月28日(火) １０名

計 ３２回 １,２１９名

② リーフレットの作成

住民、産業界及び行政の各メンバーからなる編集作業部会を組織し、公社リー

フレットの企画、原案の作成を行った。

③ 情報発信・情報公開

・市町村広報紙や会議所・商工会の機関紙による啓発記事の掲載

・インターネットによる廃棄物排出処理実態状況や各種会議の内容等の情報発信、

公益法人としての情報公開（ディスクロージャー）を行っている。

（４）各種会議の開催状況

① 理事会・評議員会合同会議

理事会・評議員会合同会議を３回開催した。なお、第１回合同会議において、



最終処分場建設候補地５箇所を公表した。

開 催 日 会 議 議 題 等

○ 最終処分場整備に係る候補地について

第１回 平成18年４月19日 ○ 平成18年度事業計画について

○ 平成18年度収支予算について

○ 評議員の辞任に伴う後任者の選任について

第２回 平成18年６月８日 ○ 平成17年度事業報告について

○ 平成17年度収支決算について

○ 寄附行為及び各種規程の一部改正について

○ 任期満了に伴う評議員の選出について

第３回 平成19年３月24日 ○ 平成18年度事業計画の変更について

○ 平成18年度補正収支予算について

○ 平成19年度事業計画について

○ 平成19年度収支予算について

② 構成市町村長意見交換会

構成する１１市町村の首長が一堂に会し、候補地公表後の状況を共有するとと

もに、意見交換を行った。

開 催 日 会 議 議 題 等

○ 候補地周辺住民説明会の実施状況の報告
平成18年７月20日

○ 意見交換

③ 事業推進会議

公社事業の重要な案件について審議するため、１１市町村の助役等からなる事

業推進会議を組織し、第１回目の会合を開催した。

開 催 日 会 議 議 題 等

○ 事業計画の見直しについて
平成19年２月27日

○ 現状打開策の検討について

④ 企画調整会議

開 催 日 会 議 議 題 等

○ 平成17年度事業報告及び収支決算について

第１回 平成18年５月30日 ○ 寄附行為及び各種規程の改正について

○ 候補地公表後の経過報告について

○ 候補地の住民説明会の状況報告について

第２回 平成18年７月27日 ○ 構成市町村長意見交換会の結果を受けた今後の事業の

進め方について

○ 財源別全体事業費・市町村負担金所要額について



開 催 日 会 議 議 題 等

○ 全体事業計画の見直しについて

第３回 平成19年１月24日 ○ 資金計画について

○ 第３回理事会・評議員会合同会議の議案について

○ 今後の取り組みについて

⑤ 拡大調整会議

開 催 日 会 議 議 題 等

○ 一般廃棄物処理事業実態調査結果について

行政担当者会議 平成18年10月24日 ○ 平成18年度委託料及び補助金について

○ 平成19年度事業計画及び予算について

○ 廃棄物の受入基準について

○ 今後の住民説明会開催予定の状況について

（５）監査の実施

平成１７年度における業務ならびに会計監査を５月１２日、１５日に実施した。

（６）県検査・監査の実施

・県所管の公益法人にかかる検査として、平成１７年度の業務運営、事業の内容及

び実施状況、予算・決算の状況に関する検査が８月１０日に実施された。

・財政的援助団体に対する監査として、平成１７年度の業務及び財政状況等につい

て、予備監査ならびに定期監査がそれぞれ１０月２０日及び１１月３０日に実施

された。

（７）その他

① 新公益法人会計基準への対応

平成１８年度からの新会計基準適用にあたり、会計処理及び財務諸表の作成に

関する各種セミナーに参加した。

② 公益法人制度改革への対応

各種説明会やセミナーに参加し、情報収集等を行った。



第４号議案

平成１８年度財団法人紀南環境整備公社会計収支決算について

平成１８年度財団法人紀南環境整備公社会計収支決算は、次のとおりとする。

平成１９年６月２日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏



（単位：円）

予　算　額 決　算　額 差　　異 備　　考

Ⅰ　事業活動収支の部

１．事業活動収入

① 基本財産運用収入

基本財産利息収入 32,000 32,231 △ 231 

② 特定資産運用収入

特定資産利息収入 1,000 0 1,000 

③ 補助金等収入

県補助金収入 5,971,000 5,334,000 637,000 

市町村補助金収入 22,000,000 21,091,000 909,000 

市町村業務受託収入 0 0 0 全額繰越措置

④ 雑収入

受取利息収入 10,000 12,102 △ 2,102 

雑収入 1,000 0 1,000 

事業活動収入計 28,015,000 26,469,333 1,545,667 

２．事業活動支出

① 事業費支出

候補地調査事業費支出 1,042,000 669,123 372,877 （注１）

普及啓発事業費支出 297,000 230,600 66,400 

給料手当支出 13,200,000 12,866,761 333,239 派遣職員４名分

法定福利費支出 2,850,000 2,830,549 19,451 派遣職員４名分

福利厚生費支出 31,000 18,526 12,474 派遣職員２名分

会議費支出 25,000 3,417 21,583 

旅費交通費支出 794,000 666,474 127,526 

通信運搬費支出 44,000 960 43,040 

消耗品費支出 150,000 37,894 112,106 

印刷製本費支出 134,000 133,350 650 （注１）

車両維持費支出 121,000 120,525 475 （注１）

委託費支出 735,000 735,000 0 （注１）

雑支出 13,000 0 13,000 

　 事業費支出計 19,436,000 18,313,179 1,122,821 

② 管理費支出

給料手当支出 15,900,000 15,861,474 38,526 派遣職員２名分

臨時雇賃金支出 0 0 0 （注１）

法定福利費支出 2,390,000 2,361,082 28,918 派遣職員２名分

退職給付支出 0 0 0 

福利厚生費支出 0 0 0 

会議費支出 81,000 60,911 20,089 

旅費交通費支出 590,000 550,340 39,660 （注１）

通信運搬費支出 375,000 374,135 865 （注１）

消耗什器備品費支出 168,000 86,205 81,795 （注１）

消耗品費支出 230,000 159,641 70,359 

印刷製本費支出 930,000 929,834 166 （注１）

広告宣伝費支出 530,000 528,150 1,850 （注１）

図書研修費支出 127,000 126,050 950 （注１）

車両維持費支出 224,000 218,991 5,009 （注１）

光熱水料費支出 10,000 5,743 4,257 

賃借料支出 294,000 293,640 360 事務所家賃

リース料支出 246,000 245,196 804 パソコンリース料

支払手数料支出 71,000 69,720 1,280 

租税公課支出 29,000 27,000 2,000 

支払利息支出 1,000 0 1,000 

収    支    計    算    書
平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで

科　　　　　目



（単位：円）

予　算　額 決　算　額 差　　異 備　　考科　　　　　目

雑支出 10,000 0 10,000 （注１）

　 管理費支出計 22,206,000 21,898,112 307,888 

事業活動支出計 41,642,000 40,211,291 1,430,709 

事業活動収支差額 △ 13,627,000 △ 13,741,958 114,958 

Ⅱ　投資活動収支の部

１．投資活動収入

投資活動収入計 0 0 0 

２．投資活動支出

① 特定資産取得支出

減価償却引当資産取得支出 4,000 3,701 299 

② 固定資産取得支出

什器備品購入支出 1,000 0 1,000 

投資活動支出計 5,000 3,701 1,299 

投資活動収支差額 △ 5,000 △ 3,701 △ 1,299 

Ⅲ　財務活動収支の部

１．財務活動収入

短期借入金収入 1,000 0 1,000 

財務活動収入計 1,000 0 1,000 

２．財務活動支出

短期借入金返済支出 1,000 0 1,000 

財務活動支出計 1,000 0 1,000 

財務活動収支差額 0 0 0 

Ⅳ　予備費支出 818,000 －　 818,000

当期収支差額 △ 14,450,000 △ 13,745,659 △ 704,341 

前期繰越収支差額 20,657,000 20,657,292 △ 292 

次期繰越収支差額 6,207,000 6,911,633 △ 704,633 



１．収支計算書の作成方法

２．資金の範囲

３．次期繰越収支差額に含まれる資産及び負債の内訳

（単位：円）

４．科目間の流用について

（単位：円）

△ 32,000 

224,000 

10,000 

45,000 

174,000 

930,000 

△ 20,000 

50,000 

530,000 

127,000 

収支計算書に対する注記

　当年度から「公益法人会計における内部管理事項について」（平成１７年３月２３日 公益法人等の指導
監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）に示された３区分の様式により作成している。

　資金の範囲には、現金、預金、未収金、前払金、未払金及び預り金等を含めている。なお、前期末及び
当期末残高は、下記３に記載するとおりである。

　科目間の流用については、以下のとおりである。（注１）

科　　目

現  　　 金

普 通 預 金

前　払　金

合　　計

未　払　金

流用後予算額

1,042,000 

134,000 

管理費－雑支出

管理費－印刷製本費支出

管理費－広告宣伝費支出

管理費－図書研修費支出

管理費－車両維持費支出

△ 218,000 

30,000 

預　り　金

未　収　金

418,912

91,000 

次期繰越収支差額 20,657,292

48,000 

140,000 

科目間流用額補正後予算額

合　　計

9,597,072

30,069,930

4,813,741

8,992,628

420,010

20,000,000

464,102

定 期 預 金

5,841,000

前期末残高 当期末残高

8,756 25,709

9,412,638

0

6,911,633

0

23,390

10,703,840

3,373,295

3,792,207

管理費－旅費交通費支出

管理費－消耗什器備品費支出

科　　　　目

事業費－候補地調査事業費支出

事業費－印刷製本費支出

事業費－車両維持費支出

事業費－委託費支出

管理費－臨時雇賃金支出

121,000 

902,000 

140,000 

△ 519,000 

450,000 

953,000 

519,000 

86,000 

735,000 

375,000 

0 

590,000 

168,000 

30,000 

管理費－通信運搬費支出 374,000 1,000 

200,000 

769,000 

356,000 

82,000 

174,000 

161,000 



（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増　　減

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金 25,709 8,756 16,953 

普通預金 4,813,741 9,597,072 △ 4,783,331 

定期預金 0 20,000,000 △ 20,000,000 

未収金 5,841,000 －　 5,841,000 

前払金 23,390 464,102 △ 440,712 

流動資産合計 10,703,840 30,069,930 △ 19,366,090 

２．固定資産

(1) 基本財産

定期預金 53,770,000 53,770,000 0 

基本財産合計 53,770,000 53,770,000 0 

(2) 特定資産

減価償却引当資産 3,701 －　 3,701 

特定資産合計 3,701 0 3,701 

(3) その他の固定資産

什器備品 198,634 243,049 △ 44,415 

その他の固定資産合計 198,634 243,049 △ 44,415 

固定資産合計 53,972,335 54,013,049 △ 40,714 

資産合計 64,676,175 84,082,979 △ 19,406,804 

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 3,373,295 8,992,628 △ 5,619,333 

預り金 418,912 420,010 △ 1,098 

流動負債合計 3,792,207 9,412,638 △ 5,620,431 

２．固定負債

固定負債合計 0 0 0 

負債合計 3,792,207 9,412,638 △ 5,620,431 

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

県出捐金 20,000,000 20,000,000 0 

市町村出捐金 22,770,000 22,770,000 0 

商工会議所･商工会出捐金 11,000,000 11,000,000 0 

指定正味財産合計 53,770,000 53,770,000 0 

（うち基本財産への充当額） (53,770,000) (53,770,000) (         0)

２．一般正味財産 7,113,968 20,900,341 △ 13,786,373 

（うち特定資産への充当額） (     3,701) (         0) (     3,701)

正味財産合計 60,883,968 74,670,341 △ 13,786,373 

負債及び正味財産合計 64,676,175 84,082,979 △ 19,406,804 

貸　　借　　対　　照　　表
平成１９年３月３１日現在

科　　　　　目



（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増　　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

① 基本財産運用益

基本財産受取利息 32,231 0 32,231 

② 特定資産運用益

特定資産受取利息 0 －　 0 

③ 受取補助金等

受取県補助金 5,334,000 4,750,000 584,000 

受取市町村補助金 21,091,000 48,256,000 △ 27,165,000 

市町村業務受託収益 0 －　 0 

④ 受取寄付金

受取寄付金 －　 1,105,597 △ 1,105,597 

⑤ 雑収益

受取利息 12,102 19,067 △ 6,965 

雑収益 0 16,000 △ 16,000 

 経常収益計 26,469,333 54,146,664 △ 27,677,331 

(2) 経常費用

① 事業費

候補地調査事業費 669,123 8,500,393 △ 7,831,270 

普及啓発事業費 230,600 584,579 △ 353,979 

給料手当 12,866,761 10,965,786 1,900,975 

法定福利費 2,830,549 2,326,344 504,205 

福利厚生費 18,526 18,955 △ 429 

会議費 3,417 －　 3,417 

旅費交通費 666,474 475,712 190,762 

通信運搬費 960 33,840 △ 32,880 

消耗品費 37,894 20,170 17,724 

印刷製本費 133,350 0 133,350 

車両維持費 120,525 68,155 52,370 

委託費 735,000 995,400 △ 260,400 

雑費 0 6,160 △ 6,160 

 事業費計 18,313,179 23,995,494 △ 5,682,315 

② 管理費

給料手当 15,861,474 5,902,352 9,959,122 

臨時雇賃金 0 0 0 

法定福利費 2,361,082 914,932 1,446,150 

退職給付費用 0 －　 0 

福利厚生費 0 0 0 

会議費 60,911 36,640 24,271 

旅費交通費 550,340 183,580 366,760 

通信運搬費 374,135 297,897 76,238 

減価償却費 44,415 3,701 40,714 

消耗什器備品費 86,205 260,020 △ 173,815 

消耗品費 159,641 139,418 20,223 

正　味　財　産　増　減　計　算　書
平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日まで

科　　　　　目



（単位：円）

当 年 度 前 年 度 増　　減科　　　　　目

印刷製本費 929,834 662,558 267,276 

広告宣伝費 528,150 428,400 99,750 

図書研修費 126,050 36,000 90,050 

車両維持費 218,991 124,791 94,200 

光熱水料費 5,743 6,285 △ 542 

賃借料 293,640 0 293,640 

リース料 245,196 100,800 144,396 

支払手数料 69,720 152,055 △ 82,335 

租税公課 27,000 1,400 25,600 

支払利息 0 0 0 

雑費 0 0 0 

 管理費計 21,942,527 9,250,829 12,691,698 

 経常費用計 40,255,706 33,246,323 7,009,383 

当期経常増減額 △ 13,786,373 20,900,341 △ 34,686,714 

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

 経常外収益計 0 0 0 

(2) 経常外費用

 経常外費用計 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 △ 13,786,373 20,900,341 △ 34,686,714 

一般正味財産期首残高 20,900,341 －　 20,900,341 

一般正味財産期末残高 7,113,968 20,900,341 △ 13,786,373 

Ⅱ　指定正味財産増減の部

① 受取負担金等

県出捐金 －　 20,000,000 △ 20,000,000 

市町村出捐金 －　 22,770,000 △ 22,770,000 

商工会議所･商工会出捐金 －　 11,000,000 △ 11,000,000 

当期指定正味財産増減額 0 53,770,000 △ 53,770,000 

指定正味財産期首残高 53,770,000 －　 53,770,000 

指定正味財産期末残高 53,770,000 53,770,000 0 

Ⅲ　正味財産期末残高 60,883,968 74,670,341 △ 13,786,373 



（単位：円）

Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金

現金 手許有高 25,709

普通預金 紀南農業協同組合･本所 932,964

普通預金 紀陽銀行･田辺支店 3,880,777

未収金 受取市町村補助金精算分 5,841,000

前払金

公務災害格差是正保険料 8,390

図書購読料 15,000

流動資産合計 10,703,840

２．固定資産

(1) 基本財産

定期預金

みなべいなみ農業協同組合･南部支所 3,770,000

紀陽銀行･田辺支店 10,000,000

近畿労働金庫･田辺支店 10,000,000

紀南農業協同組合･本所 10,000,000

きのくに信用金庫･田辺支店 10,000,000

第三銀行･田辺支店 10,000,000

基本財産合計 53,770,000

(2) 特定資産

減価償却引当資産 普通預金

紀陽銀行･田辺支店 3,701

特定資産合計 3,701

(3) その他の固定資産

什器備品 データプロジェクター 198,634

その他の固定資産合計 198,634

固定資産合計 53,972,335

資産合計 64,676,175

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金

㈲金與 消耗品費 2,587

和歌山労働局 労働災害保険料精算分 3,636

㈱紀陽銀行 インターネットFB手数料 5,250

西日本電信電話㈱ 電話料金 12,247

㈱ジェーシービー 高速道路通行料金 20,800

㈱サンコー コピーサービス料 95,074

給料手当・出張旅費 120,051

アトムはうすデザインルーム 印刷製本費 189,000

㈱テレコムわかやま ＨＰ管理更新費 528,150

日本技術開発㈱ 委託費 735,000

和歌山県 受取県補助金精算分 1,661,500

預り金 源泉所得税及び住民税 418,912

財　　　産　　　目　　　録
平成１９年３月３１日現在

金　　　　　　　　額科　　　　　目



（単位：円）

金　　　　　　　　額科　　　　　目

流動負債合計 3,792,207

２．固定負債

固定負債合計 0

負債合計 3,792,207

正味財産 60,883,968



１．重要な会計方針

(1) 固定資産の減価償却の方法

　什器備品の減価償却は、定額法によっている。

(2) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

特定資産

減価償却引当資産

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

基本財産

定期預金

特定資産

減価償却引当資産

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

什器備品

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

5,334,000

10,695,000

2,675,000

935,000

1,980,000

876,000

496,000

－　

－　

－　

－　

－　

－　

和歌山県

田 辺 市

新 宮 市

みなべ町

白 浜 町

上富田町

すさみ町

廃棄物処理施設整備等事業費補助金

紀南環境整備公社運営費補助金

　　　　　〃

　　　　　〃

　　　　　〃

　　　　　〃

　　　　　〃

0

貸借対照表上
の記載区分

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高交付者補助金等の名称

0

0

0

0

0

0

0

小　　計

小　　計

合　　計

53,770,000

0

0

財務諸表に対する注記

当期減少額 当期末残高前期末残高 当期増加額科　　　目

　当年度から「公益法人会計基準の改正等について」（平成１６年１０月１４日 公益法人等の指導監督等に関す
る関係省庁連絡会議申合せ）による改正後の会計基準を採用している。
　なお、新会計基準適用初年度における前事業年度の貸借対照表及び正味財産増減計算書の記載は不要であるが、
当法人は設立後間もないため新会計基準への移行による影響額等はないので、前事業年度の計算書類を基に当年度
の科目に対応させて組み替えて表示している。

53,770,000 3,701 0

53,770,000 00

0

3,701

3,701

53,770,000

53,770,000

3,701

3,701

53,773,701

0

0

0

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

小　　計

小　　計

合　　計

53,770,000 (53,770,000) (0) －　

53,770,000 (53,770,000) (0) －　

3,701 (0) (3,701) －　

3,701 (0) (3,701) (0) 

53,773,701 (53,770,000) (3,701) (0) 

科　　　目 取得価額

合　　計

減価償却累計額 当期末残高

246,750

246,750

48,116

48,116

198,634

198,634

－

－

－

－

－

－

－

5,334,000

10,695,000

2,675,000

935,000

1,980,000

876,000

496,000



（単位：円）

以上、その他の注記事項は、該当しないため省略している。

当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額

26,425,000

1,790,000

1,501,000

北 山 村

－　

－　

－　

　　　　　〃

合　　　　　計

串 本 町紀南環境整備公社運営費補助金

　　　　　〃 那智勝浦町

4,000

102,000

　　　　　〃

　　　　　〃

太 地 町

古座川町 －　

37,000

26,425,000

0

0

0

0

0

0

－

－

－

－

－－　

0

1,790,000

1,501,000

4,000

102,000

37,000





第５号議案

財団法人紀南環境整備公社就業規程の一部改正について

財団法人紀南環境整備公社就業規程の一部改正を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分を同表の改正後の欄中下線が引かれた部

分に改める。

平成１９年６月２日提出

財団法人紀南環境整備公社

理事長 真 砂 充 敏



改 正 後 改 正 前

（勤務時間等） （勤務時間等）

第１９条 略 第１９条 略

２ 略 ２ 略

３ 職員の勤務時間及び休憩時間は別表第１のとおりとし、休憩時間 ３ 職員の勤務時間、休憩時間及び休息時間は別表第１のとおりと

は勤務時間に含まれないものとする。 し、休憩時間は勤務時間に含まれないものとする。

別表第１（第１６条第３項関係） 別表第１（第１６条第３項関係）

勤務時間 休憩時間 勤務時間 休憩時間 休息時間

午前９時００分から 午後１２時００分から 午前９時００分から 午後１２時１５分から 午後１２時００分から午後１２時１５分まで

午後５時４５分まで 午後１２時４５分まで 午後５時４５分まで 午後 １ 時まで 午後 ５ 時３０分から午後 ５ 時４５分まで

附 則

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。




